
令和２年度 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 
 

 

交付金額について 

〇台東区における令和２年度の交付額は下表のとおりとなります。 

〇本区では、感染症対策経費や、新型コロナウイルス感染症により影響を受けた地域経済の回復のための事業など、 

１７事業の経費に活用いたしました。 

（千円）   

台東区の交付金額 

第１次交付限度額 １７３，２１０ 

第２次交付限度額 ６７１，４２３ 

第３次交付限度額 ３４，７５５ 

交付金額合計 ８７９，３８８ 

 

※交付金額８７９，３８８千円のうち一部を令和３年度へ繰り越しています。 

（繰越額：７３，４３７千円、繰越事業：キャッシュレス決済の導入・商店街連合会春季売出し事業支援の２事業） 



（単位：円）

1 感染症対策用資材備蓄

①感染症対応の長期化に備え、感染症対策資
材を備蓄する

②・医療用防護服
　・サージカルマスク
　・手指消毒液

③－

18,001,313 17,529,313

【１】効果・成果
　備蓄（主なもの）
　・医療用防護具
　・ニトリル手袋
　・サージカルマスク
　・手指消毒液
　・陰圧テント
　・パルスオキシメータ

【２】決算額
　18,001,313円
　感染症対策資器材の整備、活用
　・上記備蓄資器材の整備
　・感染防止啓発チラシ印刷
　・感染症資器材の活用等

【３】検証（評価）
　感染症資器材を整備・活用することで、ＰＣＲ検
査センターの円滑な運用や、長期化する新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大に備えることができた。

生活衛生課

令和２年度
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施による効果・検証について

交付金
充当額

No. 交付対象事業の名称 総事業費 担当課

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
　（予定金額）
③事業の対象
　(交付対象者、対象施設等）

【１】効果・成果
【２】決算額
【３】検証(評価)



交付金
充当額

No. 交付対象事業の名称 総事業費 担当課

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
　（予定金額）
③事業の対象
　(交付対象者、対象施設等）

【１】効果・成果
【２】決算額
【３】検証(評価)

2 台東区中核病院支援

①本区の地域医療の中核を担う永寿総合病院
における医療提供体制の早期回復を図るとと
もに、医療提供体制の強化が図れるよう運営
支援を行う

②・病院内の環境消毒に要する費用を助成
　・手術室（1室）及びカテーテル室（1室）
を陰圧制御室に整備するとともに、紫外線照
射装置（1台）の購入に要する経費を助成

③－

74,237,564 60,825,516

【１】効果・成果
　下記にかかる費用・経費を助成した。
　・病院内の環境消毒実施
　・紫外線照射殺菌装置購入
　・手術室及びカテーテル室の陰圧化

【２】決算額
　74,237,564円

【３】検証（評価）
　新型コロナウイルス感染症の院内感染拡大の影響
を受けた本区の中核病院を支援することにより、で
きる限り早期に医療提供体制を回復するとともに、
新型コロナウイルス感染症患者等への医療提供体制
の強化を図った。

健康課

3
介護・障害福祉サービ
ス等事業者支援

①区民が安心してサービスを利用できるよ
う、感染拡大防止対策に取り組む介護サービ
ス及び障害福祉サービス等の事業者を支援
し、サービス基盤体制の維持を図る。

②1事業者50万円　160事業者

③－

74,500,000 74,500,000

【１】効果・成果
(介護保険課)支給事業者数:119事業者
(障害福祉課)申請事業者　:25事業者
(保健予防課)申請事業者　:5事業者

【２】決算額
(介護保険課)59,500,000円
(障害福祉課)12,500,000円
(保健予防課) 2,500,000円

【３】検証（評価）
③感染症拡大防止対策に取り組む事業者の負担を軽
減し、介護・障害福祉サービスの基盤体制の維持に
寄与した。

介護保険課
障害福祉課
保健予防課



交付金
充当額

No. 交付対象事業の名称 総事業費 担当課

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
　（予定金額）
③事業の対象
　(交付対象者、対象施設等）

【１】効果・成果
【２】決算額
【３】検証(評価)

4
利子及び信用保証料補
助

①中小企業の資金繰りを支援し、経営の安定
化を図るため

②利子及び信用保証料
利子及び信用保証料補助（実施期間R2.4.1～
R3.3.31）
利子　162,500千円
信用保証料補助　679,000千円
（融資内容(融資限度額500万円、貸付期間5年
以内（うち据置期間6か月以内）、貸付金利
1.9％以内（本人負担0.4％）、（融資限度額
500万円、貸付期間8年以内（うち据置期間12
か月以内）、貸付金利2.0％以内（本人負担ゼ
ロ））に基づき、想定件数を踏まえて算出）

③区制度融資利用者

362,535,382 362,131,864

【１】効果・成果
　利子補助　　　：2,051件
　信用保証料補助：2,274件

【２】決算額
　362,535,382円

【３】検証（評価）
　コロナ禍で厳しい経営状況に置かれている中小企
業の資金繰りを支援することができた。

産業振興課

5 経営相談

①雇用調整助成金等の手続きに係る事業者の
負担軽減を図る

②・社会保険労務士による区内中小企業者へ
の相談支援に係る諸謝金
　・委託費等

③－

5,436,594 5,436,594

【１】効果・成果
　相談件数：224件

【２】決算額
　5,436,594円

【３】検証（評価）
　社会保険労務士の相談助言を受けることで、雇用
調整助成金等に係る事業者の手続き負担の軽減を図
り、多くの事業者の受給につなげることができた。

産業振興課



交付金
充当額

No. 交付対象事業の名称 総事業費 担当課

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
　（予定金額）
③事業の対象
　(交付対象者、対象施設等）

【１】効果・成果
【２】決算額
【３】検証(評価)

6 企業・人材育成支援

①新型コロナウイルス感染症により影響を受
ける区内中小企業者への新たな販路開拓のた
め、インターネット通販サイトへの出店及び
自社のオンラインショップ開設を支援するこ
とで、事業継続を図る。

②補助率10/10　上限20万円

③－

9,850,000 9,850,000

【１】効果・成果
　助成金交付件数：55件

【２】決算額
　9,850,000円

【３】検証（評価）
　オンラインショップ利用者が実店舗を来店するな
どの波及効果もあり、売上増加の一助を図ることが
できた。

産業振興課

7
商店街新型コロナウイ
ルス感染症緊急対策支
援

①商店街の３つの密状態の回避につながる
ソーシャルディスタンス確保など、感染拡大
防止に資する商店街の取組みを支援する。

②補助率10/10　上限20万円

③－

8,112,385 6,175,587

【１】効果・成果
　補助金交付件数：48件

【２】決算額
　8,112,385円

【３】検証（評価）
　ソーシャルディスタンスの普及啓発や感染予防対
策品の購入等、感染症拡大防止に資する商店街の取
組みを支援し、商店街で安心安全に買い物ができる
ことをPRすることができた。

産業振興課



交付金
充当額

No. 交付対象事業の名称 総事業費 担当課

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
　（予定金額）
③事業の対象
　(交付対象者、対象施設等）

【１】効果・成果
【２】決算額
【３】検証(評価)

8 妊婦等応援特別給付金

①国の特別定額給付金の基準日において妊娠
していた方に、区独自で給付金を支給するこ
とにより、家計への支援を行う。

②給付金及び給付に係る事務経費
・給付金
・事務経費等

③国の特別定額給付金の基準日時点で妊娠し
ている方

115,557,263 115,556,524

【１】効果・成果
　支給者数　：1,133人
　対象胎児数：1,147人
　(内訳)単胎：1,120件
　　　　多胎：13件

【２】決算額
　115,557,263円

【３】検証（評価）
　コロナ禍における厳しい経済状況の中、不安を抱
えながら妊娠期を過ごしている家庭の経済的負担軽
減を図ることができた。

企画課

9
キャッシュレス決済の
導入

①区が収入する使用料や手数料等をキャッ
シュレス化することで、区民の利便性向上
や、来庁機会及び接触機会の低減による感染
防止を図る。

②キャッシュレス化に係る端末の導入経費等
・税・保険料支払いへのアプリ決済の導入
・公共施設予約システムへのクレジットカー
ド決済の導入（翌年度繰越）
・窓口へのマルチ決済端末の導入（一部翌年
度繰越）

③区役所、保健所、図書館

 　83,314,249
(一部令和3年度
へ繰越)

39,086,907

【１】効果・成果
　窓口でのキャッシュレス利用率：6.7%(3月末実績)
　※3/22より一部の窓口においてキャッシュレス
    決済サービス開始
　※税・保険料支払いへのアプリ決済及び公共施設
    予約システムへのクレジットカード決済の導入
    の稼働は、令和３年度から。

【２】決算額
　39,086,907円

【３】検証（評価）
　コロナの感染拡大が続く中、非接触での決済が可
能となり、また、自宅等で税・保険料の支払いが可
能となるなど、接触機会の低減及び来庁機会の削減
を図ることができた。

情報政策課



交付金
充当額

No. 交付対象事業の名称 総事業費 担当課

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
　（予定金額）
③事業の対象
　(交付対象者、対象施設等）

【１】効果・成果
【２】決算額
【３】検証(評価)

10 生活保護事務

①窓口で行っていた保護費の支給などを郵送
による対応とすることで、区民の利便性向上
や、来庁機会及び接触機会の低減による感染
防止を図る。

②保護費等郵送料

③区役所

2,578,524 2,578,524

【１】効果・成果
　・窓口支給の保護費を郵送に変更：月約560件
　・窓口交付の医療券を郵送に変更：月約1,820件

【２】決算額
　 2,578,524円

【３】検証（評価）
　窓口支給の保護費及び窓口交付の医療券を郵送対
応に変更することにより、来庁機会及び接触機会を
低減し、感染防止に資することができた。

保護課

11
循環バスめぐりんの運
行

①コロナ禍により本区コミュニティバス「め
ぐりん」の運行収入が著しく減少するなか、
通常運行を維持するための相当額を運行事業
者に補填し、区民生活や都市機能の維持を図
る。

②運行負担金
　・日立自動車交通株式会社
　・京成バス株式会社

③運行事業者

286,384,685 80,439,994

【１】効果・成果
　運行事業者２社への補填
　・日立自動車交通株式会社への補填分
　・京成バス株式会社への補填分

【２】決算額
　286,384,685円

【３】検証（評価）
　コロナ禍により乗客が著しく減少する中、運行事
業者に対して区民生活や都市機能に必要な事業とし
て、ダイヤ等を変更せずに継続運行を指示した。通
常運行を維持するための相当額を補填することで、
運行事業者の経済的な負担を軽減を図ることができ
た。

交通対策課



交付金
充当額

No. 交付対象事業の名称 総事業費 担当課

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
　（予定金額）
③事業の対象
　(交付対象者、対象施設等）

【１】効果・成果
【２】決算額
【３】検証(評価)

12
子ども・子育て支援交
付金

（新型コロナウイルス感染拡大防止を図る事
業）
①・こどもクラブ在籍児童が、小学校の臨時
    休業中に自宅や小学校で過ごすことがで
    きない場合、こどもクラブで一日育成を
    実施する。
　・保護者へこどもクラブの利用自粛を要請
    するため、育成料の減免を行う。

②・一日育成実施に係る経費
　・育成料減免額

③・こどもクラブ運営事業者、利用者

14,256,831 4,752,000

【１】効果・成果
　・一日育成実施に係る経費
　　 補助対象クラブ：5か所
  ・育成料減免対象者数
　　　4月：1,112人
　 　 5月：1,193人
　　  6月：1,166人

【２】決算額
　14,256,831円
　・一日育成実施に係る経費
　・育成料減免額

【３】検証（評価）
・小学校の一斉臨時休業中に午前中からこどもクラ
ブを開所し、保育を必要としている児童の受け入れ
を行った。
・４～６月分の育成料を免除し利用の自粛を求め、
感染拡大防止に努めた。

児童保育課

13
学校保健特別対策事業
費補助金

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に
係る支援事業）
①新型コロナウイルスの感染拡大の影響によ
る学校の一斉臨時休業に係る対応及び、一斉
臨時休業からの再開等の支援。

②区立小・中学校における感染対策資材購入
等に係る経費

③区立小・中学校

63,640,872 26,088,872

【１】効果・成果
　小学校：19校
　中学校：7校

【２】決算額
　感染症対策用品　63,640,872円

【３】検証（評価）
　感染症対策に必要な物品購入のための経費を補助
することにより、学校を再開し教育活動を継続する
ための支援を行うことができた。

教・庶務課



交付金
充当額

No. 交付対象事業の名称 総事業費 担当課

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
　（予定金額）
③事業の対象
　(交付対象者、対象施設等）

【１】効果・成果
【２】決算額
【３】検証(評価)

14 精神保健対策費補助金

①新型コロナウイルス感染症への対応が長期
化することに伴い、心身の変調が生じる住民
が増えてくことが予想されるため、精神保健
上の支援を実施する。

②心の健康相談に係る医師への報償費
・報償費

③相談員（医師）

1,566,800 371,400

【１】効果・成果
　心の健康相談　43回実施　延37名利用

【２】決算額
　1,566,800円
　
【３】検証（評価）
　新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応が長
期化することによる心身の変調をきたした住民に対
し、相談事業を通じた精神面での支援ができた。

保健予防課

15
学校臨時休業対策費補
助金

①学校の臨時休業に伴う学校給食休止に伴
い、損失を被った事業者を支援する。

②区立小・中学校へ返金
　・小学校　18校
　・中学校　7校

③区立小・中学校

1,783,423 445,855

【１】効果・成果
　各校から給食物資納入事業者へ支払い。
　　小学校　74件
　　中学校　29件

【２】決算額
　1,783,423円
　　小学校　18校
　　中学校　7校

【３】検証（評価）
　学校給食用物資調達の継続につながった。

学務課



交付金
充当額

No. 交付対象事業の名称 総事業費 担当課

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
　（予定金額）
③事業の対象
　(交付対象者、対象施設等）

【１】効果・成果
【２】決算額
【３】検証(評価)

16
障害者総合支援事業費
補助金

（特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等
デイサービスへの支援等事業）
①新型コロナウイルスの影響により増加した
放課後等デイサービスの利用者負担額の一部
について、公費による補助を行う。

②利用者の負担額のうちの公費負担分

③サービス利用児童の保護者

726,050 182,050

【１】効果・成果
　対象者数　（実人数）　 47人
　　　　　　（延べ人数）207人

【２】決算額
　726,050円

【３】検証（評価）
　新型コロナウイルス感染拡大防止のための学校の
臨時休業等によって増加した利用者負担額の軽減を
図ることができた。

障害福祉課
保健予防課

17
商店街連合会春季売出
し事業支援

①区商店街連合会が区内商店街等とともに実
施する春季の売出し事業を支援することで、
消費喚起を図り、地域経済の活性化を推進す
る。

②景品購入費
　事務経費

③台東区商店街連合会

　 46,000,000
 (令和3年度へ
  繰越)

　令和3年度へ
　繰越

産業振興課

1,168,481,935 805,951,000合　計


